
 
 
 
 

環境経済・政策学会2019年大会＠福島大学 
企画セッション 

福島復興知を考える：原子力災害からの地域再生と社会イノベーション 
 

福島復興における社会イノベーションと地域の持続性 
専門知と地域知から福島復興知を考える 

 
 
 
 
 

 
松岡　俊二・朱　鈺・CHOI Yunhee・山田美香・李　洸昊 

早稲田大学ふくしま広野未来創造リサーチセンター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
smatsu@waseda.jp 

 

2019年9月29日	



報告の背景と目的、構成	
目的 
　 福島原発事故および原子力災害からの復興過程から形成された新た
な知見や社会的教訓を「福島復興知」と名付けるとすると、福島復興知
はどのような性格や内容を持ったもの、あるいは持つべきものなのだろ
うか。 
　本報告は、こうした福島復興知とは何かについて考察する。 
背景 
　福島イノベーション・コースト構想とふくしま広野リサーチセンターの活動 
　＊イギリスの科学社会学者のBrian Wynne 
　　　　不確実で複雑な事象は本質的に “the unknown unknown”である。 
　　　　その事象について何を知らないのか、何が問題なのかが分からない 。 
構成 
1.　福島復興知：2つの考え方 
2.  新たなアプローチの必要性 
3.　1F廃炉政策と福島復興知の課題  
4.　1F廃炉政策における専門知と非専門知 
5.　おわりに 
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避難指示解除と避難者動向	

避難指示解除 
    2014年4月：田村市、2014年10月：川内村、2015年9月：楢葉町、2016年6月：葛尾村、 
    2016年7月：南相馬市、2017年3月：飯館村・浪江町、2017年4月：富岡町、 
　  2019年4月：大熊町の大川原地区・中屋敷地区 
 
復興庁・避難者調査 
2019/8/09現在（201９/8/30発表） 
　　　　　　　　福島県・避難者　42,356人（福島県内　 10,982人、福島県外  31,374人）　　　　　　　　　 
　　　　　　　　宮城県・避難者　  5,550人（宮城県内　  1,498人、宮城県外　 4,052人）	

                               岩手県・避難者　  3,300人（岩手県内　  2,316人、岩手県外　    984人） 
 

2018/12/11:　福島県・避難者　42,944人（福島県内　10,064人、福島県外  32,880人）　　　　　 

2017/12/12:　福島県・避難者　52,287人（福島県内　18,024人、福島県外  34,263人） 
2016/2/12：　福島県・避難者　98,460人（福島県内　55,321人、福島県外　43,139人）	

2015/2/12：　福島県・避難者 120,009人（福島県内　72,790人、福島県外　47,219人）	

2014/2/13：　福島県・避難者 133,584人（福島県内　85,589人、福島県外　47,995人） 
2013/2/07： 福島県・避難者 154,157人（福島県内　97,022人、福島県外　57,135人） 
2012/2/23：  福島県・避難者 160,107人（福島県内　97,433人、福島県外　62,674人）	

2011/8/03：　福島県・避難者   60,472人（福島県内　13,192人、福島県外　47,280人） 
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２０１９年度学術研究活動支援事業（大学等の「復興知」を活用した
福島イノベーション・コースト構想促進事業）採択大学一覧

⑩近畿大学
“オール近大”川俣町復興支援プロジェクト
拠点状況：川俣町役場西分庁舎
連携協定締結状況：平成29年5月16日締結

⑭東北大学
東北大学の復興知を活かす
葛尾村の創造的復興
拠点状況：葛尾中学校内
連携協定締結状況：平成28年10月21日締結

⑰慶應義塾大学
ドローン人材育成から始まる地域産業の活性
化～たむらモデルの高度化・普及事業～
拠点状況：グリーンパーク都路内
連携協定締結状況：平成28年12月21日締結

連携協定締結状況：平成24年1月17日締結

⑬東京大学
「環境エネルギーまちづくり」を通じた地域社会
イノベーション
仮拠点状況：新地町役場301室内
連携協定締結状況：平成30年6月3日締結④東京大学

飯舘村における農業再生と風評被害払拭
のための教育研究プログラム
拠点状況：相馬郡飯舘村佐須滑87
連携協定締結状況：平成30年3月5日締結

⑥大阪大学
飯舘村環境放射線研修会
拠点状況：飯舘村役場総務課内
連携協定締結状況：平成29年8月8日締結

㉕福島大学 再掲
連携協定締結状況：平成29年4月5日締結

㉕福島大学 再掲
連携協定締結状況：平成24年1月17日締結

②東日本国際大学 再掲
拠点状況:広野町大字下北迫字大谷地原65 
連携協定締結状況：平成26年6月6日

⑦福島工業高等専門学校
広野町における未利用資源の探索と資源化
みかんプロジェクト
拠点状況：二ツ沼総合公園パークギャラリー内
連携協定締結状況：平成22年3月25日締結

㉑早稲田大学
早稲田大学ふくしま広野未来創造
リサーチセンター事業
拠点状況：二ツ沼総合公園 管理棟
連携協定締結状況：平成31年1月18日締結

㉕福島大学 再掲
連携協定締結状況：平成24年1月17日締結

②東日本国際大学 再掲
連携協定締結状況：未定

㉕福島大学 再掲
拠点状況：川内村役場内

⑯東京農業大学
東京農大福島イノベーション・コースト
研究プロジェクト～大学の専門的知見を
フル活用した浜通り地方の復興から地域
創生へのシームレスな支援モデル構築
拠点状況：相馬市塚ノ町
連携協定締結状況：平成30年12月20日締結

②東日本国際大学 再掲
連携協定締結状況：未定

㉕福島大学 再掲
連携協定締結状況：平成24年1月17日締結

⑱東北大学
モビリティ・イノベーション社会実装・産業創生国際拠点の構築
拠点状況：福島ロボットテストフィールド内（予定）
連携協定締結状況：未定

⑲東京大学
ドローン産業振興及び人材育成プロジェクト
拠点状況：南相馬市原町区萱浜巣掛場45-76 
連携協定締結状況：平成31年2月5日締結

㉓会津大学
浜通りロボット人材育成事業―RTF活用とWRS参加に向けて―
拠点状況：テクノアカデミー浜内（情報処理実習室等）
連携協定締結状況：平成30年10月25日締結

㉕福島大学
福島県浜通り産米の「食と農の特性」の明確化と地域・食育振興
拠点状況：みなみそうま復興大学内
連携協定締結状況：平成18年11月29日締結

②東日本国際大学
日本版ハンフォードモデル構築による福島復興創生
連携協定締結状況：平成19年2月19日

⑤東京大学
CENTER  for Wind Energy     Phase-Ⅱ
拠点状況：いわき市役所7階 産業創出課内
連携協定締結状況：平成30年3月20日締結

⑧福島工業高等専門学校
廃炉ロボット技術のドローン農業応用に係る研究および教育
拠点状況：未定
連携協定締結状況：平成18年3月29日

県内外で避難生活を継続する大熊町町民の心の健康
イノベーション
拠点状況：大熊町役場いわき出張所健康介護課内
連携協定締結状況：平成30年9月20日締結

㉕福島大学 再掲
連携協定締結状況：平成24年1月17日締結

②東日本国際大学 再掲
連携協定締結状況：未定

⑧福島工業高等専門学校 再掲
連携協定締結状況：未定

㉒京都大学

⑨郡山女子大学
葛尾村におけるエゴマ産業の拡大と
地域活性化
拠点状況：葛尾村大字落合字菅ノ又14-2  
連携協定締結状況：平成28年12月6日締結

⑫日本大学
住民と学生の協働による「ロハス
ビレッジかつらお」復興まちづくり
拠点状況：葛尾中学校
連携協定締結状況：平成27年5月15日締結

②東日本国際大学 再掲
連携協定締結状況：未定

①東京農工大学
営農再開地域における先進的なオーガニック作物生産技術の開発
拠点状況：富岡町大塚４８０ 農工大事業拠点
連携協定締結状況：平成31年1月17日締結

②東日本国際大学 再掲
連携協定締結状況：未定

⑳長崎大学
富岡町におけるイノシシ中の放射性物質濃度評価
拠点状況：富岡町役場内
連携協定締結状況：平成28年9月30日締結

㉕福島大学 再掲
連携協定締結状況：平成24年1月17日締結

㉔東京工業大学
リスク・コミュニケーション工学を活用した復興学による浪江町
創成 Ⅱ ～イノベーション・コースト構想の実現に向けて～
拠点状況：浪江町役場内
連携協定締結状況：平成30年10月23日締結

㉕福島大学 再掲
連携協定締結状況：平成24年1月17日締結

②東日本国際大学 再掲
連携協定締結状況：未定

⑪弘前大学
浪江町をフィールドとした放射線研究・教育プログラム
拠点状況：浪江町役場健康本庁舎内
連携協定締結状況：平成23年9月29日締結

⑮東京農業大学
福島県浪江町における農業”新興″に向けた取り組み～担い手育成に
向けて～
拠点状況：浪江町役場３階農林水産課内
連携協定締結状況：平成31年1月31日締結

⑱東北大学 再掲
連携協定締結状況：未定

②東日本国際大学 再掲
連携協定締結状況：平成30年9月27日

③東京大学
楢葉町を起点とした「復興知」の展開
拠点状況：双葉郡楢葉町下小塙麦入31 楢葉まなび館２F  
連携協定締結状況：平成26年3月1日締結

⑧福島工業高等専門学校 再掲
連携協定締結状況：未定

㉕福島大学 再掲
拠点状況：楢葉まなび館内
連携協定締結状況：平成24年1月17日締結



2011年3月11日、3月12日 
私はスリランカに滞在し、BB
C国際放送TVで東日本大震

災と福島原発事故を見ていた。	
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早稲田大学ふくしま広野未来創造リサーチセンターの設置	

	

長期的・広域的視点から福島復興を共に考え、議論し、提案する
2011年世代＝福島原発事故世代の社会的責任	

	



2050年へ向けた、廃炉産業だけに頼らない 
持続可能な福島県浜通り地域社会の創造 

ふくしま浜通り社会イノベーション・イニシアティブ（SI構想）	
　　	　 社会イノベーション・シナリオ（SI）は2050年に

、常磐炭鉱（いわき）、広野火力（広野）、2F（
楢葉・富岡）、1F（大熊・双葉）、アーカイブ拠点

施設（双葉）、復興祈念公園（双葉・浪江）、原
町火力（南相馬）と南から北へ続く「エネルギー

産業遺産・原発事故遺産・震災復興施設のネッ
トワーク」を作り、1Fやエネルギー遺産群を核と
した「ふくしま浜通り芸術祭」、復興まちづくり

体験・エネルギー体験・農業体験・林業体験・
漁業体験に農家民泊などを組み合わせた「広域

DMO」の創造。	

　	

①「1F保存」を前提とした「エネルギー
産業遺産・原発事故遺産・震災復興施
設のネットワーク」の形成	

②1Fやエネルギー遺産群を核とした「ふ
くしま浜通り芸術祭」の開催	

③復興まちづくり体験・エネルギー体験
・農業体験・林業体験・漁業体験に農泊
・渚泊などを組み合わせた「広域DMO」
の形成　	
	

　 以上の3点を社会イノベーションとして創造す
れば、2050年に観光入込客（県外・外国・宿泊）
が100万人を超える浜通り地域となる。	 10 



 
1.　福島復興知：2つの考え方 

	1. 専門知としての復興知 
　東京大学福島復興知アライアンス 
　「全国の大学等が有する福島復興に資する『知』を総称するもの」 
　福島イノベーション・コースト構想推進機構 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　「福島イノベーション・コースト構想に掲げる廃炉等、ロボット、エネルギー
、農林水産、環境・リサイクル等の各プロジェクトに関わる知識」 
　「大学等が有する専門的知見を活かし、本県の原子力災害からの復興へ
向けて、浜通り市町村等と連携しながら現地で実施する環境回復、健康
管理、リスク・コミュニケーション、地域コミュニティの再生などの取り組みに
係る知識」 
 

2.　地域知をベースとした復興知 
　社会学者・吉原直樹 
　「東日本大震災における復興へのプロセスにおいて、効率性と一律性に
誘われた技術主導の専門知に人びとが疑問を抱くようになった」  
　「ローカル・ナレッジと地域専門家との協働により生み出された境界知が、
大学等の有する既成の専門知へ効果的にフィードバックされることによって
、新たな専門知へと組み直される」 	 11 
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復興知への従来のアプローチの問題点	

　 大学等が有する復興に資する専門知が復興知であるという狭い定義は
、専門知（復興知を保有する学術知）を復興に取り組む地域社会（復興知
に欠ける被災地）へ伝授するという一方向アプローチにつながりやすく、リ
スク・コミュニケーション研究における欠如モデル（deficit model）と類似し
た問題性を想起させる。専門知のみが復興知であるという狭い定義は、
専門知と復興現場・復興プロセスや被災者などの地域住民との双方向コミ
ュニュケーションを形成する動機付けに欠け、復興現場から専門知が学び
、専門知そのものを問い直し、専門知を組み替えるという知的ダイナミズ
ムを構築する意欲に欠けるのではなかろうか。 
 
　　吉原らのローカル・ナレッジをベースとした既存の専門知の組み替えに
よる復興知の形成という議論は、大変興味深く魅力的である。しかし、吉
原自身が述べているように、ローカル・ナレッジをベースとした境界知によ
る既存の専門知の組み変えは、境界知そのものの不確実性によって進ん
でいない。境界知生産プロセスそのものが不確実で持続性に欠けるとす
るなら、吉原が主張するようなローカル・ナレッジをベースとして既存の専
門知を組み変える社会的メカニズムが作用するとは考えられない。 	
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2. 新たなアプローチの必要性	
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Science-Policy Interfaces研究における 
専門知と非専門知 	

（１）　第1の示唆 
　原子力災害のように不確実で複雑な課題に対処するためには、専門知
だけでは限界があり、ローカル・ナレッジなど様々な非専門知との協働に
よる「社会的に堅実な知識（socially robust knowledge）」の形成が重要。　 
（２）　第2の示唆 
　「社会的に堅実な知識」の形成のためには、ステーク・ホールダー討議
や知識共同体の形成や熟議プロセスといった多様な人々の参加による社
会的に堅実な意思決定プロセスの形成による「知の民主化
（democratization of knowledge）」が必要である。「社会的に堅実な知識
」の形成にとっては、専門知と非専門知との協働のあり方そのものが重要
であり、専門知と非専門知との協働プロセスに多様な関係者や市民を広く
深く実質的に包摂できるような場のデザインが重要。  
（３）　第3の示唆 
　専門家グループを学際的にデザインすることが大切である。特に、同じ
専門分野においても異なる立場や異なる見解の専門家を包摂すること、さ
らに課題となっているリスク特性に基づく技術系（自然科学、工学、農学
など）の専門家だけでなく、リスクの社会的側面を取り扱う社会科学系の
専門家を積極的に活用することが必要。	
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3.　1F廃炉政策と福島復興知の課題 	
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4.　1F廃炉政策における専門知と非専門知 
トリチウム水タスクフォース報告書（2016年6月）	

18 



1F処理水の海洋放出問題 
（福島県富岡町2018年8月30日）	

19 



多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会 
 Science-Policy Interfaces研究からみた問題点	

•  Science-Policy Interfaces研究が示唆する「社会的に堅実な知識
」の形成と「知の民主化」をさらに深掘りして考えた時、トリチウム水
タスクフォースから処理水小委員会へという2段階アプローチを採
用したことが、最大の問題点として指摘されるべき。	

•  場のマネージャーである行政（経産省）が構想したのは、第1段階
としてトリチウム水タスクフォースが技術的な観点から政策オプショ
ンを示し、第2段階として政策オプションの風評などの社会的側面
を処理水小委員会が検討し、市民や地域住民との対話も含めて、
処理水小委員会で政策オプションを絞り込み、行政による政策決
定に繋ぐというシナリオであった。	

•  このような2段階アプローチによって、不確実性と複雑性の極めて
高い処理水の処分政策という1F廃炉政策の要に当たる政策の正
統性（legitimacy）が確保できると考えた。しかし、本来は政策オプ
ションの形成プロセスそのものを、「社会的に堅実な知識」の形成
のための「知の民主化」プロセスとして実施する必要があったので
はなかろうか。	
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5.　おわりに（１）	
•  本報告は、福島復興知とは何かについて考察した。「専門知としての

復興知」アプローチの限界と「地域知としての復興知」アプローチの難し
さを踏まえ、こうした「専門知としての復興知」 vs. 「地域知としての復
興知」という二項対立を乗り越えるアプローチとしてScience-Policy 
Interfaces研究に注目した。	

•  Science-Policy Interfaces研究の到達点は、不確実性と複雑性を特色
とするリスク課題へは、トランス・サイエンスあるいはポスト・ノーマル・
サイエンスといったアプローチが必要であり、「知識の民主化」による「
社会的に堅実な知識」の形成が不可欠であり、そのためには多様な専
門知と多様な非専門知との協働の場づくりが核（コア）となることである。	

•  福島復興政策における「社会的に堅実な知識」と「知識の民主化」を考
察する対象として、1F廃炉政策における汚染水処理を扱ったトリチウ
ム水タスクフォースおよび処理水小委員会の活動を分析した。	

•  分析の結果、不確実性と複雑性を特性とするリスク課題においては、
リスクの技術的側面と社会的側面を統一的に検討する多様な専門知
ネットワークの形成が重要であり、さらにこうした多様な専門知と多様
な非専門知との協働の場づくりによって、「知の民主化」アプローチが
具体化され、「社会的に堅実な知識」として福島復興知が形成され得る
ことを明らかにした。 	 21 



5.　おわりに（2）	
・　「社会的に堅実な知識」として形成される福島復興知を、専門知と非専門
知との統合や融合による新たな知識体系（ディシプリン）として考える必要は
ない。多様な専門知と多様な非専門知との協働による多様な知識をダッシュ
ボード（福島復興知ダッシュボード）に一纏めにすることを考えればよい。多
様な専門知と多様な非専門知の「福島復興知ダッシュボード」の形成そのも
のが場づくりであり、それは「社会的に堅実な知識」 
生産プロセスでもあり、社会的受容性の醸成による 
資源動員プロセスでもある。	
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20世紀：EXPO’70（大阪万博）からトランスサイエンスの時代へ 
さらに、21世紀：VUCAな時代＝ポスト・トランスサイエンス時代へ	

20世紀：人類の進歩と調和 
　 「私のように20世紀の真ん中に生まれた人間には、科学
技術に対する信奉がありました。1970年の大阪万博のよう
に、新しい技術の発展や、ひたすら明るい未来にあこがれて
いたんですね。もともと私は文学少女というより理系なんで
す。中でも原子力は、原爆の恐ろしさはあっても、平和利用
という条件付きで『希望の火』でした。」（作家・高村薫、1953年

生まれ、『朝日新聞』2018年12月5日付） 

 
21世紀：VUCA（Volatility, Uncertainty, Complexity, 
Ambiguity）な時代 
　　予測不能な時代  
　　　　→  Wicked Problems（悪意のない意地悪な難問） 
Singularity（技術的特異点）:2040年問題 
　　ビッグデータと人工知能（AI）  
　　　　← 部分的予測性と全体的予測不能性 
参加型民主主義・熟議民主主義へ取り入れても社会
的合意は難しい 
　　　　← コンセンサス会議、DP、フランスのCNDP 
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